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体制づくりに必要とされる必須要素

① 地域における共生社会実現のために、体制構築に関する明確な考えを持っていること

② 地域の実態を把握し、課題を理解していること

③ 2つの視点（①初期段階の日本語教育を保障 、 ② 外国にルーツをもつ人々が地域社会とのつながりを持つ）を持ち 、

取り組んでいること

• 地域日本語教育の意義を説明できること
• 予算確保
• 地域における民間の主体等(※)につなぐこと
• 日本語教室との意見交換の場の設定
• 担当者が複数の場合は、それぞれの役割を対外的
に示すこと

• 関係者が共通認識を持って活動できる体制を確保

※ ボランティア教室、国際交流協会、日本語教育関係団
体、日本語教育人材、外国人コミュニティ 等

『東京における「地域日本語教育の体制づくり」のあり方』より

それ以外の求められる部分（案）

体制づくりを進める上で必要となる人材（コーディネーター等）

体制づくりの中で人材（チーム）が担っていくもの
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（国の整理）

• 日本語教師に求められる資質・能力

• 地域日本語教育コーディネーターに
求められる資質・能力

第４回東京の地域日本語教育に
係る調整会議資料を一部改訂

あり方を踏まえた“体制づくり”を進める上で必要となる人材を提示する



 「地域における民間の主体等(※)につなぐこと」とあるが、「※」には当事者となる「外国人コミュニティ」をはっ

きり明記した方がいい

 外国人の方々が多く関わっているものとしては、地域の特性により、「外国人学校、教会、モスク」なども挙

がるが、そこを洗い出すのもコーディネーターの大きな役割であり、そこを知らずしてつなげるのは難しいので

はないか

 地域日本語教育の体制づくりの中で、学んだ日本語を使って、地域に参画していくことを前提とするならば、

様々な主体というのは、地域の色々なところがあたると思う。国際交流協会とか日本語教育機関団体と書

くと、いかにも日本語教育だけにフォーカスしているように見える

 学習している人が少ないという課題に対し、まずは個人をどうやって教室につないでいくかというところのコーディ

ネーションが必要であり、教室から社会へのつなぎというところも必要。全体をコーディネーションできるというの

が非常に重要な役割・機能だと思うので、日本語教室の議論しかできないというのは十分ではない

 システムが機能している港区の事例紹介があったが、都内には経済的に苦しい外国人の方一定数いるため、

経済的に厳しい中での事例も同時に示していただけるとよい。また、児童相談所や子ども家庭支援センター

といった、経済的に厳しい環境の人とやりとりしているところも巻き込めるといいのではないか

第４回の委員の主な意見
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地域の状況に応じて、つなぎ先を広く捉える必要がある



 行政は人事異動があるため、区職員が単独でコーディネーターをやることで、日本語教室と顔が見える関

係ができても、再度関係性構築が必要になってしまうといった問題がある
 外国人の生活を本当に考えた時には、もっと多様な知識・ネットワークが必要になると思うので、とても一人

のコーディネーターが担えるものではない

第４回の委員の主な意見
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チーム例

様々な主体に対しての働きかけが必要であり、参考となる地域の事例を紹介しつつ、広めていく

必ずしも一人で取り組む必要はなく、チームをつくることも検討

 予算確保

 地域日本語教育の意義を説明できること

 地域における民間主体等につなぐこと 日本語教室との意見交換の場の設定

 それぞれの役割を対外的に示すこと

 関係者が共通認識を持って活動できる体制を確保

区市町村

日本語教育の専
門性を備えた人

ソーシャルワーク
ができる人



 台東区人権・多様性推進課

事業（日本語教室等）の運営全般を担う。他部署との連携による多文化共生の意識啓発ややさしい日本語の活用推

進、多言語での情報発信等

 地域のキーパーソン（多文化共生コーディネーター、日本語教師）

地域日本語教室や区の多文化共生事業の企画・運営等

 日本語学校

日本語教育の専門性を活かして、ボランティア養成講座・やさしい日本語の講座等を実施

 日本語ボランティアサークル

台東区の事例

・ 台東区基本構想に掲げる将来像：世界に輝く ひと まち たいとう

・ 台東区多文化共生推進プランの基本理念：言語や文化、生活習慣などの違いを相互に理解・尊重し合い、
誰もが地域社会の一員として活躍できる「多文化共生」の地域社会の実現

・ ３つの基本目標：Ⅰ 外国人と日本人が共に安心して生活できる環境の整備
Ⅱ 多様性を尊重し、誰もが活躍できる地域づくり
Ⅲ 多様な主体との連携による多文化共生の推進

『台東区多文化共生推進プラン（令和４年３月台東区）』より

【参考資料】
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コミュニケーション支援の充実
多文化共生意識の醸成 など

※ 各主体が随時連携し、外国人向けの日本語教室を開催する他、
区民向けの多文化共生講座などを実施



北区の事例

 北区総務課

事業（日本語教室等）の運営全般を担う。参加募集、周知、会場確保、教材印刷、消耗品手配等。

 日本語学校

日本語教育の専門性を活かした取組を担う。日本語を教える、カリキュラム策定、日本語教室のボランティア（北区では「サ

ポーター」と呼ぶ）への指導、連絡調整等。

北区多文化共生指針（平成３０年７月北区）』より ※現在、見直しの検討中

【参考資料】

 基本理念（将来像）：日本人と外国人が地域で相互理解を深め、ともに安心して心豊かに暮らせるまち北区

 基本目標（目指すべき姿）：１ 日本人と外国人がともに安心して暮らせる環境づくり

（１）、（２） （略）

（３）日本語学習の充実

① 日本語学習を行う支援団体との連携

② 外国人区民の日本語学習の推進

③ 外国人児童・生徒等への学習支援

２、３（略）

※ 日本語教室の場は、日本語を学習するだけでなく、地域へのつながりを作る場でもある。
地域へのつなぎを促進していくためには、行政だけでなく、日本語学校や社協、NPO・ボランティア等との
連携強化（チーム体制）の必要性を認識
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次回の調整会議（２月予定）
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 区市町村の中には、日本語教育の専門性を備えた人、ソー

シャルワークができる人と役割分担をしながら一緒に体制づ

くりを行う動きが見られ始めている

今後、これらの事例を一モデルとして提示

 昨年度から収集している区市町村の取組事例に加え、東京

における地域日本語教育の基本的な項目をハンドブックとし

てまとめる


